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Ⅰ はじめに 

現在、クロス・ラミネーテッド・ティンバ（以下、「CLT」と

呼ぶ）を我が国において普及させようとする大きな動きがある。

CLT はオーストリアにおいて 1990 年代に産声をあげた新しい

木質構造材料である。欧州では1990年代以降、同材料と同材料

を用いた木造建築物に対する技術開発と研究が着々と行われ、

CLT を構造材とする構造形式（以下、「CLT 構造」と呼ぶ）に

よる木造建築物が既に多く建設されている。CLT 構造の象徴と

言える建物がロンドンに建つ9階建ての集合住宅（写真１参照）

である。CLTとCLT構造の力学的特性が、このような木造によ

る多層建築物の設計を可能としている。CLT の用途は多層建築

に限らず、中層の集合住宅、事務所、学校、公共施設や低層の

戸建住宅など幅広い（写真２～５参照）。 

CLTの普及に向けた我が国の現状は、材料規格が2013年12

月に制定、2014年1月に施行されたが、材料の基準強度と許容

応力度、並びに、構造設計基準は整備されていない状況にある。

このため現在、我が国でCLT構造による木造建築物を建設しよ

うとする場合、1棟1棟について時刻歴応答計算を行い、大臣認

定を受ける必要がある。このような状況にあっても、2014 年 3

月に我が国で初めてのCLT構造による建物（写真６参照）が高

知県に建設され、その後もCLT構造による建物の建設実績は着

実に増えつつある。 

独立行政法人建築研究所では、2011 年より CLT に対する基

準強度と許容応力度の制定、構造設計基準の整備、防耐火設計

に関する基準の整備に必要な技術的な知見を収集するための研

究を実施している。本稿では、その概要について紹介するとと

もに、材料の基準強度と許容応力度の制定に向けて実施してい

る研究について紹介する。 

ＢＲＩ－Ｈ２６講演会テキスト 
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写真1 ロンドンに建つ9階建ての集合住宅 

（鍵屋浩司氏撮影） 

 
写真2 ウィーンに建つ4階建ての集合住宅 

（筆者撮影） 

 
写真3 3階建ての公共施設 

（Retirement community in Knittelfeld，KLHのHPより） 

 
写真4 事務所建物 

（Office Building "Meiberger" in Lofer，KLHのHPより） 

 
写真5 戸建住宅 

（Family house in Graz，KLHのHPより） 

 
写真６ 国内のCLT構造による建物 

（高知おおとよ製材㈱の社員寮，銘建工業㈱のHPより） 

 

Ⅱ 研究の背景 

１）CLT（クロス・ラミネーテッド・ティンバ）とは 

 CLTはCross Laminated Timberの頭文字C、L、Tであり、

和表記はクロス・ラミネーテッド・ティンバである。同材料は、

オーストリアのグラーツ工科大学（Graz University of 

Technology）のGerhard Schickhofer氏が1990年から1995年

にかけて開発した木質材料である。 

CLT はラミナ（製材の挽き板）を積層接着している点におい

て集成材と似ているが、集成材との最も大きな違いは、隣り合

う層のラミナの繊維方向が原則互いに直交するように製造され

ているという点にある（図１参照）。ちなみに集成材は全ての層

のラミナの繊維方向を同じ向きにして接着積層しているため、

その材幅は原則ラミナ幅と同じとなる。したがって、幅の広い

材料が製造することはできず、用途が柱や梁などの軸材に原則

限定される。一方、CLT は前述のように隣り合う層のラミナの

繊維方向が互いに直交するように製造されるので、板状の材料

を製造することができる。したがって、壁や床を構成するパネ

ルとすることができる。 

 写真７はヨーロッパにおけるCLT構造による建物の施工の様
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子である。工場で予め開口部を切り抜いた壁パネルや床パネル

を現場に搬入し、金物とビスを用いた接合などを用いてパネル

間を接合し、建物の構造部分を施工する。この点において、CLT

構造はPC版を用いた構造と類似している。 

 
(a)CLT（日本CLT協会HPより） 

 
(b)集成材（日本集成材工業協同組合HPより） 

図１ CLTと集成材 

（解説）CLT は原則隣り合う層の繊維方向が互いに直交する。

集成材は隣り合う層の繊維方向が互いに平行になる。 

 

 
写真７ CLT構造による建物の施工 

（ロンドンに建つ9階建ての集合住宅の施工，KLH資料より） 

 
２）CLT を木造建築物の構造材として使用するにあたっての課

題 

 CLT を木造建築物の構造材として使用する際の課題は多くあ

るが、一例として以下のような課題が挙げられる。 

① CLT の基準強度並びに許容応力度を定める必要である。

前述のように現在のところ CLT に対する基準強度と許

容応力度は定められていない。 

② CLT構造に対する構造設計法を定め、関連する法令等を

整備する必要がある。その一環として、CLT構造に用い

る接合部と構面の力学的な特性に関する知見を整備した

り、モデル化の方法を検討したりする必要がある。後者

については知見が増えつつあるが、前者については未整

備である。 

③ CLT構造の耐火性能に関する知見を整備する必要がある。

その一環として、CLT構造に対する燃えしろ設計の考え

方や、CLTの炭化速度に関する知見を整備する必要など

がある。いずれも現在検討中である。 

④ CLTパネルの納まり、防腐防蟻処理、仕上げ材等の納ま

りなどを含め、CLT構造に対する耐久設計法を検討する

必要がある。ようやく途についた状況にある。 

 

３）CLTの普及に向けた建築研究所の取り組み 

 建築研究所では、重点研究課題「木材の利用促進に資する中

層・大規模木造建築物の設計・評価法の開発」（平成 23～25 年

度）と重点研究課題「CLT 等を構造材とする木造建築物の普及

促進に資する設計法の開発」（平成 26～27 年度）において、我

が国におけるCLT構造の建設を実現するために必要な技術的な

知見を収集している。後者の研究課題では、以下の各課題に取

り組んでいる。 

① 日本農林規格に定める仕様の CLT に対する基準強度と許

容応力度を定める際に参考となる技術資料の作成 

② 引きボルト接合を主体とする CLT 構造に対する構造設計

法原案の作成と、実大実験による同設計法の妥当性の検証 

③ ビス接合等を主体とする CLT 構造に対する構造設計法原

案を作成と、実大実験による同設計法の妥当性の検証 

④ CLT 等を構造材とするパネル構造に対する燃えしろ設計

法原案の作成 

⑤ パネル取り合い部等の耐火性能に関する技術資料の作成 

なお、検討は国土交通省、林野庁、独立行政法人森林総合研

究所等が実施する以下の事業と連携して進めている。 

① CLT を用いた木造建築基準の高度化推進事業（国土交通

省） 

② 基準整備促進事業「CLT燃えしろ設計法に関する検討」（国
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土交通省） 

③ 伐採木材の高度利用技術の開発（森林総合研究所） 

④ CLT等新製品・新技術利用促進事業のうちCLT実用化促

進－強度データ等の収集・分析（林野庁・森林総合研究所) 

⑤ CLT等新製品・新技術利用促進事業のうちCLT実用化促

進－長期挙動データ等の収集・分析（林野庁・森林総合研

究所） 

⑥ CLT等新たな製品・技術の開発促進事業のうち中高層建築

物等に係る技術開発等の促進－CLT強度データの収集（林

野庁・森林総合研究所） 

⑦ CLT等新たな製品・技術の開発促進事業のうち中高層建築

物等に係る技術開発等の促進－CLT 長期挙動データの収

集（林野庁・森林総合研究所） 

 本稿では、建築研究所が取り組んでいる課題のうち、CLT の

基準強度並びに許容応力度を定めるために必要な技術的知見を

収集するために実施している研究の概要について紹介する。 

 

Ⅱ CLTの基準強度・許容応力度 

１）既存の木質構造材料の基準強度・許容応力度 

木造建築物の構造材として良く用いられる構造用製材、構造

用集成材、構造用単板積層材については、その材料規格が日本

農林規格において定められている。そして各材料規格が定める

各強度等級に属する材に対して、その基準強度が建築基準法の

関連告示に示されている。例えば、製材の日本農林規格が定め

る目視等級区分構造用製材と機械等級区分構造用製材について

は、曲げ、圧縮、引張、せん断の各基準強度が、平成12年建設

省告示第1452号に定められている（表１参照）。また、枠組壁

工法用構造用製材の日本農林規格が定める枠組壁工法構造用製

材についても、曲げ、圧縮、引張、せん断の各基準強度が、平

成12年建設省告示第1452号において定められている。 

さらに、集成材の日本農林規格が定める構造用集成材につい

ては、曲げ、圧縮、引張、せん断の各基準強度が平成13年国土

交通省告示第1024号に定められている。また、単板積層材の日

本農林規格が定める構造用単板積層材についても、曲げ、圧縮、

引張、せん断の各基準強度が平成13年国土交通省告示第1024

号に定められている。同告示には、製材や集成材のめり込み及

び座屈に対する基準強度も定められている。 

一方、構造用製材（木材）の許容応力度の求め方については

建築基準法施行令第89条に規定されており、材料強度の求め方

については建築基準法施行令第95条に規定されている。また、

構造用集成材、構造用単板積層材の許容応力度と材料強度の求

め方ついては、平成13年国土交通省告示第1024号に定められ

ている。同告示には構造用製材、構造用集成材、構造用単板積

層材のめり込みと座屈の許容応力度と材料強度の求め方も示さ

れている。 

 
表１ 製材の日本農林規格が定める目視等級区分構造用製材の

基準強度 

圧縮 引張 曲げ せん断
一級 27.0 20.4 33.6
二級 16.8 12.6 20.4
三級 11.4 9.0 14.4
一級 27.0 16.2 26.4
二級 16.8 10.2 16.8
三級 11.4 7.2 11.4
一級 27.0 20.4 34.2
二級 18.0 13.8 22.8
三級 13.8 10.8 17.4
一級 27.0 16.2 27.0
二級 18.0 10.8 18.0
三級 13.8 8.4 13.8
一級 23.4 18.0 29.4
二級 20.4 15.6 25.8
三級 18.6 13.8 23.4
一級 23.4 14.4 23.4
二級 20.4 12.6 20.4
三級 18.6 10.8 17.4
一級 28.8 21.6 36.0
二級 25.2 18.6 31.2
三級 22.2 16.8 27.6
一級 28.8 17.4 28.8
二級 25.2 15.0 25.2
三級 22.2 13.2 22.2
一級 28.2 21.0 34.8
二級 27.6 21.0 34.8
三級 23.4 18.0 29.4
一級 28.2 16.8 28.2
二級 27.6 16.8 27.6
三級 23.4 12.6 20.4
一級 30.6 22.8 38.4
二級 27.0 20.4 34.2
三級 23.4 17.4 28.8
一級 30.6 18.6 30.6
二級 27.0 16.2 27.0
三級 23.4 13.8 23.4
一級 21.0 15.6 26.4
二級 21.0 15.6 26.4
三級 17.4 13.2 21.6
一級 21.0 12.6 21.0
二級 21.0 12.6 21.0
三級 17.4 10.2 17.4
一級 27.0 20.4 34.2
二級 22.8 17.4 28.2
三級 13.8 10.8 17.4
一級 27.0 16.2 27.0
二級 22.8 13.8 22.8
三級 13.8 5.4 9.0
一級 21.6 16.2 27.0
二級 20.4 15.6 25.8
三級 18.0 13.8 22.2
一級 21.6 13.2 21.6
二級 20.4 12.6 20.4
三級 18.0 10.8 18.0

えぞまつ及

びとどまつ

甲種構造材

1.8

乙種構造材

すぎ

甲種構造材

1.8

乙種構造材

べいつが

甲種構造材

2.1

乙種構造材

ひば

甲種構造材

2.1

乙種構造材

ひのき

甲種構造材

2.1

乙種構造材

ダフリカか

らまつ

甲種構造材

2.1

乙種構造材

べいまつ

甲種構造材

2.4

乙種構造材

からまつ

甲種構造材

2.1

乙種構造材

樹種 区分 等級

基準強度

（単位　N/mm2
）

あかまつ

甲種構造材

2.4

乙種構造材

 
 
以上のように木造建築物の構造材として用いられる主要な木
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質構造材料については、樹種や強度等級ごとに細かく基準強度

が定められおり、許容応力度と材料強度の求め方が示されてい

る。基準強度の値、許容応力度と材料強度の求め方は、膨大な

実験研究の結果より定められたものであり、歴代の研究者、行

政官、業界関係者の努力によるものである。 

基準強度を求める方法には2つの方法がある。方法のひとつ

は、材料規格に定められている強度等級ごとに所定の量（一般

に数百体から数千体）の試験体を用意し、曲げ、圧縮、引張り

などの強度試験を行い、強度を誘導する方法である。この方法

は北米ではじめられたものであり、Ingrade Test（イングレード

テスト）と呼ばれる。我が国でも構造用製材や枠組壁工法構造

用製材の基準強度はこの方法によって求められている。一方、

構造用集成材等の基準強度は、集成材等を構成するラミナ等の

強度を用いて、理論と計算によって求めている。この場合、理

論と計算法が正しいかどうかを確認するために試験を行う必要

がある。したがって、試験体の数は Ingrade Testを行うときほ

ど多くは必要ないが、しかるべき理論と計算法が検討されてい

る必要がある。CLTの基準強度は、後者（理論と計算による方

法）によって定められることになろう。 

 
２）CLTの材料規格 

 CLTの材料規格は、「直交集成板の日本農林規格」に定められ

ている。同規格では対象とする木質材料として、「ひき板又は小

角材（これらをその繊維方向を互いにほぼ平行にして長さ方向

に接合接着して調整したものを含む。）をその繊維方向を互いに

ほぼ平行にして幅方向に並べ又は接着したものを、主としてそ

の繊維方向を互いにほぼ直角にして積層接着し3層以上の構造

を持たせた一般材」と定めており、規格自体にクロス・ラミネ

ーテッド・ティンバ（CLT）の表記はないが、CLTは直交集成

板に含まれると考えて良い。 

 同規格を理解する上で重要なキーワードとして、「ラミナ」「プ

ライ数」「層数」がある。図２に示すように、「ラミナ」は直交

集成板を構成するひき板、「プライ数」は厚さ方向に重ねている

ラミナの数、「層数」は繊維方向が異なる厚さ方向の層の数であ

る。したがって、図２に示す直交集成板は、5層7プライとなる。

また、「層」には「外層」と「内層」があり、外層と内層に同じ

強度等級のラミナを用いる「同一等級構成」のものと、外層と

内層に強度等級が異なるラミナを用いる「異等級構成」のもの

がある。前者は”Same”の頭文字”S”によって表され、後者は”Mix”

の文字”Mx”を用いて表される。 

 直交集成板を構成するラミナには、等級区分機により区分さ

れたラミナ、又は、目視等級区分により区分されたラミナが用

いられる。本稿では以降、等級区分機により区分されたラミナ

を用いる場合について記述する。等級区分機により区分された

ラミナの強度等級は表２に示すとおりである。ラミナは曲げヤ

ング係数の平均値によって4つの強度等級に区分されている。

また、各強度等級には、ラミナの曲げヤング係数の下限値、曲

げ強さの平均値と下限値、引張り強さの平均値と下限値が定め

られている。これらの値を用いて、直交集成板自体の曲げヤン

グ係数や各種強度値を計算によって求めることとなる。 

 

 
図２ 直交集成板の各部の名称 

（直交集成板の日本農林規格より） 

 
表２ 等級区分機により区分されたラミナの強度等級 

平均値 下限値 平均値 下限値 平均値 下限値

M120A 12.0 10.0 42.0 31.5 25.0 19.0
M90A 9.0 7.5 34.5 26.0 20.5 15.5
M60A 6.0 5.0 27.0 20.0 16.0 12.0
M30A 3.0 2.5 19.5 14.5 11.5 8.5

引張り強さ

(MPa)等級区分機

による等級

曲げヤング係数

(GPa)
曲げ強さ

（MPa）

 
 
 一方、直交集成板の強度等級は表３のように定められている。

異等級構成による直交集成板にはMx120、Mx90、Mx60の3

種類の強度等級がある。強度等級のMx120は、外層ラミナの強

度等級がM120A（曲げヤング係数の上限値が定められている

M120Bの場合もあるが、本稿では説明を省略する）、内層ラミ

ナの強度等級がM30Aとなる強度等級であり、Mx90は外層ラ

ミナの強度等級がM90A、外層ラミナの強度等級がM30A、

Mx60は外層ラミナの強度等級がM60A、外層ラミナの強度等

級がM30Aとなる。また、それぞれの強度等級に対して6種類

の層数とプライ数の組み合わせが用意されている。各強度等級

に対しては、曲げヤング係数の平均値と下限値、並びに曲げ強

さの基準が定められている。 
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 同一等級構成による直交集成板にはS120、S90、S60、S30

の4種類の強度等級がある。各強度等級とも構成するラミナの

強度等級は1種類であり、S120がM120A、S90がM90A、S60

がM60A、S30がM30Aとなっている。異等級構成による直交

集成板と同様に、それぞれの強度等級に対して6種類の層数と

プライ数の組み合わせが用意されている。また、各強度等級に

対して、曲げヤング係数の平均値と下限値、並びに曲げ強さの

基準が定められている。 

 
表３ 直交集成板の曲げヤング係数及び曲げ強さの基準 

平均値 下限値

Mx120-3-3 3層3プライ 10.4 8.6 16.4
Mx120-3-4 3層4プライ 9.4 7.8 12.6
Mx120-5-5 5層5プライ 8.4 7.0 14.6
Mx120-5-7 5層7プライ 9.8 8.0 15.4
Mx120-7-7 7層7プライ 7.0 5.8 12.8
Mx120-9-9 9層9プライ 6.0 5.0 10.6
Mx90-3-3 3層3プライ 7.8 6.4 14.0
Mx90-3-4 3層4プライ 7.0 5.8 11.0
Mx90-5-5 5層5プライ 6.2 5.0 12.2
Mx90-5-7 5層7プライ 7.4 6.0 13.2
Mx90-7-7 7層7プライ 5.2 4.2 10.4
Mx90-9-9 9層9プライ 4.6 3.8 8.8
Mx60-3-3 3層3プライ 5.2 4.2 11.6
Mx60-3-4 3層4プライ 4.6 3.8 9.4
Mx60-5-5 5層5プライ 4.2 3.4 9.8
Mx60-5-7 5層7プライ 4.8 4.0 11.0
Mx60-7-7 7層7プライ 3.6 3.0 8.2
Mx60-9-9 9層9プライ 3.2 2.6 6.8
S120-3-3 3層3プライ 10.4 8.6 19.0
S120-3-4 3層4プライ 9.4 7.8 16.2
S120-5-5 5層5プライ 8.6 7.0 15.8
S120-5-7 5層7プライ 10.0 8.2 18.0
S120-7-7 7層7プライ 7.6 6.2 13.0
S120-9-9 9層9プライ 7.2 6.0 10.8
S90-3-3 3層3プライ 7.8 6.4 15.6
S90-3-4 3層4プライ 7.0 5.8 13.2
S90-5-5 5層5プライ 6.4 5.2 12.8
S90-5-7 5層7プライ 7.4 6.0 14.8
S90-7-7 7層7プライ 5.8 4.8 10.6
S90-9-9 9層9プライ 5.4 4.4 8.8
S60-3-3 3層3プライ 5.2 4.2 12.2
S60-3-4 3層4プライ 4.6 3.8 10.4
S60-5-5 5層5プライ 4.2 3.4 10.0
S60-5-7 5層7プライ 5.0 4.0 11.6
S60-7-7 7層7プライ 3.8 3.0 8.2
S60-9-9 9層9プライ 3.6 3.0 6.8
S30-3-3 3層3プライ 2.6 2.0 8.8
S30-3-4 3層4プライ 2.2 1.8 7.4
S30-5-5 5層5プライ 2.0 1.6 7.2
S30-5-7 5層7プライ 2.4 2.0 8.4
S30-7-7 7層7プライ 1.8 1.4 6.0
S30-9-9 9層9プライ 1.8 1.4 5.0

曲げ強さ

(MPa)

異等級構成

同一等級構成

曲げヤング係数

（GPa）強度等級 構成の区分

 

 
３）CLTの基準強度・許容応力度を定めるための技術的な検討 

 CLT構造による建物を時刻歴応答計算以外の構造計算法によ

って設計しようとする場合、材料の基準強度、許容応力度、材

料強度が必要となる。CLTの基準強度が仮に製材や集成材と同

じような形で定められるとすると、直交集成板の日本農林規格

に定める各強度等級に対して、曲げ、圧縮、引張り、せん断、

めり込み、座屈の基準強度が与えられることになる。 

CLTを木造建築物の構造材として使用する場合、構造設計に

必要な材料の特性値は概ね以下のとおりとなる。 

(1)面外曲げ強度と弾性係数 

(2)面内曲げ強度と弾性係数 

(3)圧縮強度と弾性係数 

(4)引張強度と弾性係数 

(5)せん断強度と弾性係数 

(6)めり込み強度 

(7)座屈強度 

(8)面内せん断強度と弾性係数 

(9)荷重継続時間に係る調整係数  

(10)クリープによる変形増大係数 

また、いずれの特性値についても、CLTの使い方によっては強

軸方向のみならず弱軸方向（強軸方向と弱軸方向については図

２を参照のこと）についても特性値が必要となる場合がある。 

 
(1) 面外曲げ 

 面外方向に対する曲げ強度及び曲げ弾性係数は、構成するラ

ミナの曲げ強度、引張強度、曲げ弾性係数から計算によって求

めることができる。計算の方法は、北米において出版されてい

るCLT Handbookに記載されている。表３に示す曲げ強度と曲

げヤング係数の基準値も同計算法によって誘導されたものであ

る。CLT Handbookには、曲げ強度と曲げ弾性係数を求める方

法として以下の3つの方法が示されている。 

① Mechanical Jointed Beams Theory 

② Composite Theory 

③ Shear Analogy Method 
各方法において用いられている計算は以下に示す通りである。 

 

Mechanical Joint Theory では、平行層のみが曲げに対して

抵抗し、直交層はせん断変形するものとして、最外層ラミナに

生じる応力を求めている。最外層ラミナに生じる応力（最大曲

げ応力

Mechanical Jointed Beams Theory（曲げ強度） 

maxσ ）はラミナ自体の曲げによる応力（ localσ ）と部材

全体の曲げによる応力（
globalσ ）の和として求められる。 
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max local globalσ σ σ= +   ･･･式1 

両応力は式2と式3によって表される。 

1

2local
hM

I
σ = ⋅   ･･･式2 

1 1global
M a
I

σ γ= ⋅ ⋅   ･･･式3 

ただし、 
1

( )effEI
I

E
=   ･･･式4 

2

1
( ) ( )

n

eff i i i i i i
i

EI E I E Aaγ
=

= +∑  ･･･式5 

 
2

2

1

1
i

i i i

Ri

E A d
l G b

γ
π

=
 ⋅

+ ⋅ ⋅ ⋅ 

 ･･･式6 

ここで、 M  ：梁に生じる曲げモーメント 
   ih  ：i番目の平行層ラミナの厚さ 

ia  ：i番目の平行層ラミナ中立軸の梁の中 

立軸からの距離 

iE  ：i番目の平行層ラミナの曲げ弾性係数 

iA  ：i番目の平行層ラミナの断面積 

   id  ：i番目の直交層ラミナの厚さ 

   RiG  ：i番目の直交層ラミナのせん断弾性係 

数 

   b  ：梁幅 
 

Composite Theory は合板の設計において用いられる平行層

理論を適用したものである。合板の設計を行う場合には、直交

層の弾性係数は0（

Composite Theory（曲げ強度） 

90 0E = ）として有効曲げ剛性を算出するが、

CLT については、直交層も所定の弾性係数を有するものとして

計算を行う。以下、CLT に平行層理論を適用する場合に用いら

れる幾つかの前提条件を示す。 

(ア) 各層は一体化しており、かつ、応力と歪みは線形関係にあ

る。 

(イ) 全ての層の強度と弾性係数を考慮して計算を行う。計算で

は、直交層の弾性係数は平行層の弾性係数の 1/30 とする

（ 90 0 (1/ 30)E E= × ）。 

(ウ) せん断変形は考慮しない。したがって、所定の梁せい／ス

パン比を有する場合（例えば、 / 30L h ≥ ）にした適用

できない。 

(エ) 荷重条件に対して複合効果係数が定められている（表５参

照）。 

表４に表５に示す複合効果係数を用いて有効強度を算出すると

きに用いる式を示す。 

 
表４ 有効強度を算出するための式 

荷重種類 
最外層ラミナ 

の方向 
有効強度 

曲げ 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 1b eff bf f k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 2

2

m
b eff b

m

af f k
a −

= ⋅ ⋅  

 
表５ 複合効果係数 

荷重条件 複合効果係数（ ik ） 

 

3 3 3
90 2 4 1

1 3
0

1 1 m m

m

E a a ak
E a

− −  − + ⋅⋅⋅ ±
= − − ⋅ 

 
 

 

3 3 3
90 90 2 4 1

2 3
0 0

1 m m

m

E E a a ak
E E a

− −  − + ⋅⋅⋅ ±
= − − ⋅ 

 
 

 

 

Shear Analogy Methodでは、Steiner理論に基づいて、CLT

の強軸方向の各ラミナの曲げ剛性の合計と強軸方向の各ラミナ

の中立軸まわりの面積モーメントを考慮して、以下の各特性値

を算出して加算するものである。 

Shear Analogy Method（曲げ強度） 

(ア) ラミナ i に生じる曲げモーメント（
,A iM ）とせん断力

（
,A iV ） 

(イ) ラミナiに生じる曲げ応力の和（
,A iσ ）とせん断力の和

（
,A iτ ） 

(ウ) ラミナiに生じる軸方向力（
,B iN ） 

(エ) ラミナiに生じる軸方向応力（
,B iσ ） 

(オ) ラミナiとラミナ 1i + 間に生じるせん断応力（
, 1B i iτ → +

） 
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各特性値は式7から式13によって求めることができる。 

, ( )
i i

A i A
A

E IM M
EI
⋅

=   ･･･式7 

 
, ( )

i i
A i A

A

E IV V
EI
⋅

=   ･･･式8 

 ,
, 2

A i i
A i

i

M h
I

σ = ± ⋅   ･･･式9 

 ,
,

3
2

A i
A i

i

V
b h

τ = ⋅
⋅

  ･･･式10 

 
, ( )

i i i
B i B

B

E A zN M
EI
⋅ ⋅

= ⋅  ･･･式11 

 ,
,

B i
B i

i i

N
b h

σ =
⋅

  ･･･式12 

 1
, 1 ( )

n

j j j
j i

B i i B
B

E A z
V

EI
τ = +

→ +

⋅ ⋅
=
∑

 ･･･式13 

 

Mechanical Joint Theoryでは、平行層のみが曲げに対して抵

抗し、直交層はせん断変形するものとして、有効曲げ剛性

（

Mechanical Jointed Beams Theory（曲げ弾性係数） 

( )effEI ）を求めている。 

 

図３ CLTの断面及び諸元の例（7層7プライ） 

 
例えば、図３に示される CLT の有効曲げ剛性（( )effEI ）は式

14によって求めることができる。 

2

1
( ) ( )

n

eff i i i i i i
i

EI E I E Aaγ
=

= +∑  ･･･式14 

 
2

2

1

1
i

i i i

Ri

E A d
l G b

γ
π

=
 ⋅

+ ⋅ ⋅ ⋅ 

 ･･･式15 

ここで、 M  ：梁に生じる曲げモーメント 

ih  ：i番目の平行層ラミナの厚さ 

ia  ：i番目の平行層ラミナの中立軸の梁の 

中立軸からの距離 

iE  ：i番目の平行層ラミナの曲げ弾性係数 

   iA  ：i番目の平行層ラミナの断面積 

id  ：i番目の直交層ラミナの厚さ 

   RiG  ：i番目の直交層ラミナのせん断弾性係 

数 

b  ：梁幅 

   l  ：スパン 
 

Composite Theoryを用いて曲げ弾性係数を求める方法は、同

理論を用いて曲げ強度を求める方法と基本的な考え方は同じで

ある。表５に示す複合効果係数を用いて、表６に示す式により

有効弾性係数を算出する。 

Composite Theory（曲げ弾性係数） 

 
表６ 有効弾性係数を算出するための式 

荷重種類 
最外層ラミナ 

の方向 
有効弾性係数 

曲げ 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 1b eff bE E k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 2b eff bE E k= ⋅  

 

Shear Analogy Methodでは、Steiner理論に基づいて、CLT

の強軸方向の各ラミナの曲げ剛性の合計と強軸方向の各ラミナ

の中立軸まわりの面積モーメントを考慮して、有効曲げ剛性

（

Shear Analogy Method（曲げ弾性係数） 

( )effEI ）と有効せん断剛性（( )effGA ）を求め、両剛性の値

を用いて所定の荷重が作用したときの梁のたわみ量を求め、梁

の見かけの曲げ弾性係数を求めるものである。 

 

図４ CLTの断面及び諸元の例（7層7プライ） 
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例えば図４に示されるような CLT の有効曲げ剛性（( )effEI ）

は式16により与えられる。 
( ) ( ) ( )eff A BEI EI EI= +  ･･･式16 

ここで、 
3

1 1
( )

12

n n
i

A i i i i
i i

hEI E I E b
= =

= ⋅ = ⋅ ⋅∑ ∑  ･･･式17 

2

1
( )

n

B i i i
i

EI E A z
=

= ⋅ ⋅∑  ･･･式18 

また、 n  ：ラミナの総数 
 iE  ：i層ラミナのヤング係数 

 iA  ：i層ラミナの断面積 

 ib  ：i層ラミナの幅 

 ih  ：i層ラミナの高さ 

 iz  ：全層一体時の中立軸とi層ラミナ重心 

の距離 
また、有効せん断剛性（( )effGA ）は式19より与えられる。 

2

1
1

21 1

( )

2 2

eff n
i n

i i i n n

aGA
h hh

G b G b G b

−

=

=
+ +

⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅∑
    ･･･式19 
ここで、 iG  ：i層ラミナのせん断弾性係数 

 a  ：最外層ラミナ重心間の距離 

有効曲げ剛性、及び、有効せん断剛性を実際に計算するため

には、繊維方向のヤング係数（
pE ）、繊維直交方向のヤング係

数（ cE ）、繊維方向のせん断弾性係数（
pG ）、繊維直交方向の

せん断弾性係数（ cG ）の値が必要となる。このうち、繊維方向

のヤング係数（
pE ）については一般に既知であるので、繊維方

向のヤング係数（
pE ）と他の係数との関係を示す以下の式によ

って、他の係数を定めることができる。ただし、式 20～式 22

に用いられている係数については検証を要する。 

 
1

p
c

E
E

e
=    ･･･式20 

 
2

p
p

E
G

e
=    ･･･式21 

 
3

p
c

G
G

e
=    ･･･式22 

ここで、 1e ＝30、 2e ＝16、 3e ＝10 

上記により有効曲げ剛性と有効せん断剛性が求まるので、梁

に係る荷重分布の形状に応じて、荷重量Pとせん断変形を含む

梁のたわみ量δ を求めることができる。 

 

 一般に前述の各理論のうち、曲げ強度の推定にはMechanical 

Jointed Beams Theory、曲げ弾性係数の推定にはShear 

Analogy Methodが合うとされている。 

適用 

 
(2) 圧縮・引張・面内曲げ 

 圧縮、引張、及び面内曲げに対する強度と弾性係数は、前述

の3つの計算法の中のComposite Theoryを用いて計算するこ

とができる。 

 

 圧縮強度、引張強度、面内曲げの強度は、表７に示す複合効

果係数を表８に示す式に代入することによって計算することが

できる。 

圧縮・引張・面内曲げの強度 

 
表７ 複合効果係数 

荷重条件 複合係数（ ik ） 

 

90 2 4 1
3

0

1 1 m m

m

E a a ak
E a

− −  − + ⋅⋅⋅ ±
= − − ⋅ 

 
 

 

90 90 2 4 1
4

0 0

1 m m

m

E E a a ak
E E a

− −  − + ⋅⋅⋅ ±
= − − ⋅ 

 
 

 

 

 圧縮弾性係数、引張弾性係数、面内曲げの弾性係数は、表７

に示す複合効果係数を表９に示す式に代入することによって計

算することができる。 

圧縮・引張・面内曲げの弾性係数 
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表８ 有効強度を算出するための式 

荷重種類 
最外層ラミナ 

の方向 
有効弾性係数 

曲げ 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3b eff bf f k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4b eff bf f k= ⋅  

引張り 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3t eff tf f k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4t eff tf f k= ⋅  

圧縮 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3c eff cf f k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4c eff cf f k= ⋅  

 
表９ 有効弾性係数を算出するための式 

荷重種類 
最外層ラミナ 

の方向 
有効弾性係数 

曲げ 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3b eff bE E k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4b eff bE E k= ⋅  

引張り 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3t eff tE E k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4t eff tE E k= ⋅  

圧縮 

平行方向 

（強軸方向） 
,0, ,0 3c eff cE E k= ⋅  

直交方向 

（弱軸方向） 
,90, ,0 4c eff cE E k= ⋅  

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 座屈強度 

平成13年国交省告示第1024号第２の二のイにおける圧縮材

の座屈の材料強度は、有効細長比（λ）に応じて、表１０のよ

うに定められている。 

 
表１０ 圧縮材の座屈の材料強度 

有効細長比 圧縮材の座屈の材料強度

（N/mm2） 

λ≦30の場合 CF  

30＜λ≦100の場合 (1.3 0.01 ) CFλ−  

100＜λの場合 2

3000
CFλ

 

（注） λ ：有効細長比 

       ：圧縮の基準強度 

 

100＜λの場合の座屈の材料強度

100＜λの場合の座屈の材料強度 

2

3000=cb CFσ
λ

は、オイラ

ーの座屈荷重式より誘導されている。オイラーの座屈荷重式は

式23による。 
2

2CB
EIP
l

π
=   ･･･式23 

ここで、 E  ：曲げ弾性係数 

I   ：断面二次モーメント 

l   ：座屈長さ 
座屈強度は座屈荷重を部材の断面積で除した値になるので、

式24となる。 
2

2
CB

cb
P EI
A l A

πσ = =   ･･･式24 

ここで、 A  ：有効断面積 
 
また、断面二次半径と細長比は式25と式26で表されるので、

座屈強度は式27で表される。 

断面二次半径： effIk
A

=   ･･･式25 

細長比   ：
l
k

λ =   ･･･式26 

座屈強度  ：
2

2cb
Eπσ

λ
= 　 ･･･式27 

 

CF
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製材等（製材、集成材、単板積層材）については、圧縮強度

と曲げ弾性係数との間に式28の関係があることが、過去の研究

により知られているため、式 28 を式 27 に代入して、細長比が

100 より大きい場合の座屈強度の告示式（式 29）が得られてい

る。 
 300 CE F≅   ･･･式28 

 
2

3000=cb CFσ
λ

  ･･･式29 

 

λ≦30 の場合の座屈の材料強度は、材の圧縮の基準強度とな

る。 

λ≦30の場合の座屈の材料強度 

 

30≦λ＜100の場合の座屈の材料強度は、 

30＜λ≦100の場合の座屈の材料強度 

（λ， cbσ ）＝（30， CF ）と 

（λ， cbσ ）＝（30，0.3 CF ） 

を直線回帰した値となる。 

 

細長比100＜λの場合のCLTの座屈の材料強度を求めるにあ

たっては、製材等（製材、集成材、単板積層材）について定め

ている圧縮強度と曲げ弾性係数との関係（式 28）が必ずしも成

り立つとは言えないので、オイラーの座屈荷重式（式 23）を用

いるのが適当と考えられる。ちなみに、CLT に対して行った曲

げ試験の結果からは、

CLTの座屈の材料強度（荷重）の求め方に対する提案 

200 CE F≅ という結果も得られている。 

オイラーの座屈荷重式（式23）をCLTに適用するにあたって

は以下の点に留意する必要がある。 

① EI には有効曲げ剛性を用いること 

② Aには部材の有効断面積を用いること 
なお、CLTの有効曲げ剛性は強軸方向については、直交集成

板の日本農林規格に定める曲げヤング係数の値に全断面に対す

る断面二次モーメントを乗じて求めることができる。また、弱

軸方向については、ラミナの曲げ弾性係数からCLTの曲げ剛性

を計算によって求めることができる。 

λ≦30の場合の座屈の材料強度は、圧縮方向に対して繊維方

向が平行なラミナのみが圧縮力を負担すると仮定して、部材の

耐圧縮荷重を求め、これを全断面積で除した値とする。 

30≦λ＜100の場合の座屈の材料強度は、λ＝30のときの座

屈の材料強度 cbσ とλ＝100のときの座屈の材料強度 cbσ を直線

回帰した値とする。 

 

 前述のCLTの座屈の材料強度（荷重）の求め方に対する提案

が妥当であるかどうかを確認した結果について報告する。検証

は、強度等級がMx120のCLTについて行っており、試体の仕

様は表１１に示す通りである。試験体名の”3-3”などの表記は3

層3プライであることを表し、”s”は強軸方向加力、”w”は弱軸方

向加力を表す。写真８に試験の様子を示す。 

計算式の検証 

 表１２に座屈荷重の計算値と測定値を比較した結果を示す。

なお、座屈荷重は各試験体について実測した曲げ弾性係数を用

いて計算したものである。強軸方向については、オイラーの座

屈荷重式を用いて計算した値と実測した値は、実測値の方がや

や低かったものの概ね同じ値とであった。一方、弱軸方向につ

いては、実測値がオイラーの座屈荷重式を用いて計算した値の

約2倍になっていたが、原因は最外層のラミナ（圧縮側）が座

屈に対して抵抗していたことが考えられる。最外層のラミナは

CLTの製造方法によっては座屈荷重に寄与しない場合もある。

したがって、安全側の評価となるように、最外層はないものと

して、座屈荷重を計算するのが妥当と考えられる。 

今後の検討課題としては、細長比λの計算方法、すなわち有

効断面を用いて計算するか、全断面を用いて計算するかについ

て整理する必要がある。また、現行λ＝100としている長柱と

中間柱の境界、並びに現行λ＝30としている中間柱と短柱の境

界がCLTにも適用可能かどうかについて確認する試験を行う必

要がある。 

 
表１１ 座屈試験体の仕様 

試験体名 
試験体寸法 外層の 

繊維方向と 
加力方向 幅(mm) 長さ

(mm) 
厚さ 
(mm) 

3-3-s 296 2493 75 平行（強軸） 
3-3-w 296 2493 75 直交（弱軸） 
3-4-s 296 2890 100 平行（強軸） 
3-4-w 296 2890 100 直交（弱軸） 
5-5-s 296 2999 125 平行（強軸） 
5-5-w 296 2999 125 直交（弱軸） 
5-5-s 296 1084 125 平行（強軸） 
5-5-w 296 1084 125 直交（弱軸） 
5-7-s 296 3035 175 平行（強軸） 
5-7-w 296 3035 175 直交（弱軸） 

 

－ 20 － － 21 －



  

 

 
写真８ 座屈試験の様子 

（解説）左：強軸方向加力、右：弱軸方向加力 

 
表１２ 座屈荷重についての試験結果と計算結果 

試験体名 細長比 
曲げ 

弾性係数 
(kN/mm2) 

座屈荷重 
計算値 
(kN) 

座屈荷重 
測定値 
(kN) 

3-3-s 95.8 11.10 210 329 
3-3-w 345.4 0.60 10 21 
3-4-s 75.7 9.76 440 335 
3-4-w 200.2 1.33 39 84 
5-5-s 72.3 9.58 697 552 
5-5-w 115.3 2.14 113 207 
5-5-s 26.1 5.60 988 927 
5-5-w 41.7 1.73 820 541 
5-7-s 52.8 9.90 1467 1201 
5-7-w 116.6 1.06 150 238 

 
(4) 荷重継続時間に係る調整係数 

 木造建築物の構造体を構成する横架材に長期間、継続的に荷

重（以下、「長期継続荷重」と呼ぶ）が作用し続けると、たとえ

その荷重の大きさが横架材の曲げ耐力よりも小さな値であって

も、材の中で微視的な破壊が徐々に進行し、この微視的な破壊

の蓄積量が一定レベルを超えた時点で材が破壊することが一般

に知られている。この現象は一般に「クリープ破壊」と呼ばれ

ている。荷重継続時間に係る調整係数は、長期、中長期、中短

期、短期に作用する荷重に対して木材や木質材料などによる曲

げ部材がクリープ破壊しないように、基準強度に乗じる調整（低

減）係数である。「荷重継続時間に係る調整係数」という用語は

用いられていないが、建築基準法施行令第89条と平成13年国

土交通省告示第1024号に定められている木材、集成材、単板積

層材の許容応力度を求める際に基準強度に乗じる値がこれに相

当する。木材等に対する荷重継続時間に係る調整係数は、無欠

点小試験片に対して行った長期荷重載荷試験の結果を用いて

Woodらが誘導した実験式（Madison Curve）を参考としてその

基本的な値が定められている（図５参照）。Woodら以降、実大

材を用いた長期荷重載荷試験がMadsenらによって行われ、長

期載荷荷重に対する実大材の性状についての知見も蓄積されて

きている（図６参照）。 

 
図５ Woodらによる研究結果 

（解説）縦軸が応力比、横軸が荷重継続時間の対数である。実

線がMadison Curveであり、下に凸の曲線となる。 

 

 
 

図６ Madsenによる研究結果 

（解説）縦軸が応力比、横軸が荷重継続時間の対数である。実

大材については上に凸の曲線となる。 

Madison Curve 
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CLTは、ラミナの繊維方向を隣り合う層で互いに直交させて

いるという点と、同じ層の中でラミナの幅はぎを行わずに平面

的に並べているという点において、製材や集成材と構造が異な

っており、このことによりCLTのクリープ破壊性状が製材や集

成材と同じにならないことも考えられる。したがって、CLTの

荷重継続時間に係る調整係数を製材等と同じとして良いかどう

かについて確認する必要がある。 

建築研究所ではCLTに対する荷重継続時間に係る調整係数を

求めるために、森林総合研究所等と連携しながらCLTのクリー

プ破壊試験を行っている（写真９参照）。試験に供しているCLT

の仕様はMx60-5-5であり、試験は継続中であるが、現在のとこ

ろ図７に示す実験結果が得られている。なお、図中の青実線は

Madison Curveである。赤実線は測定点の直線回帰であり、荷

重継続時間に係る調整係数は暫定的に0.66と求まった。なお、

試験は継続中であるため0.66という数値は今後変わることが十

分に考えられる。また、著者が木質材料に対して同様の試験を

行って求めた荷重継続時間に係る調整係数は0.66であり、施行

令や告示で定められている0.55よりも高くなる傾向にあること

を付記する。 

y = -3.15 x + 89.27 
R² = 0.21 

50

60

70

80

90

2 3 4 5 6 7 8

荷
重

比

log(時間（分）)

図７ クリープ破壊試験の結果 

（解説）図中の青実線はMadison Curve。赤実線は測定点の直

線回帰。荷重継続時間に係る調整係数は暫定的に 0.66

と求まった。 

 
(5) 変形増大係数 

 木材等の木質材料はクリープ変形する。このため、長期間荷

重が作用し続け梁などの横架材の例えば 50 年後のたわみ量は、

初期たわみの 2 倍程度になるとされている。平成 12 年建設省

告示1459 号では、「木造に対する長期間の荷重により変形が増

大することの調整係数（変形増大係数）」を2と定めている。荷

重継続時間に係る調整係数と同様にCLTの変形増大係数につい

ても、製材、集成材、単板積層材の変形増大係数と同じとして

良いかどうかを確認する必要がある。 

 建築研究所では CLT に対する変形増大係数を求めるために、

森林総合研究所等と連携しながらCLTのクリープ試験を行って

いる（写真９参照）。試験に供している CLT の仕様は、クリー

プ破壊試験と同じくMx60-5-5であり、試験は継続中であるが、

現在のところ、変形増大係数の暫定値として1.9という試験結果

を得ている。 

 

 
写真９ クリープ破壊試験の様子 

（解説）温度20℃、相対湿度65%の恒温恒湿室内にて試験を実

施。下段の試験がクリープ破壊試験、上段の試験がク

リープ（変形）試験。 

 
Ⅳ 今後の展望 

１）基準強度・許容応力度の策定に向けたロードマップ 

 林野庁と国土交通省は平成26年11月に「CLTの普及に向け

たロードマップ」を発表した。図８はその一部を抜粋したもの

である。同ロードマップには、基準強度等の整備に向けた強度

等のデータ収集を平成 27 年まで実施し、平成 28 年には基準強

度の告示を制定することとしている。 

 

図８ CLTの普及に向けたロードマップ（抜粋） 

 
 

0.66 
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２）強度等の評価に関する検討 

 独立行政法人建築研究所、並びに、独立行政法人森林総合研

究所をはじめ、関係機関はロードマップの実現に向けて、平成

27年度以降も引き続き、連携して試験研究を行う予定である。 

 

Ⅴ おわりに 

 CLT 構造を取り巻く現在の状況は、枠組壁工法に対する技術

基準が検討された1970年代前半、或いは、大断面集成材構造に

対する技術基準が検討された1980年代中盤と似ている。両構法

については、その後、技術基準が整備され、現在では我が国を

代表する木造構法として広く普及している。CLT 構造も近い将

来、我が国を代表する木造構法の一つとなるであろう。 
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